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前澤工業・日本下水道事業団・埼玉県共同研究体
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技術概要
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特集　下水道技術開発最前線
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高効率最初沈殿池による下水エネル
ギー回収技術は、下水に潜在する未利
用エネルギーを活用し、創エネと省エ
ネの両方を同時に実現するためのもの
であり、カーボンニュートラルの実現
に向けた貢献が期待される技術の一つ
である。
本技術は、バイオソープションとい

う下水汚泥に下水中の有機物が吸着さ
れる現象を活用するＡステージと呼ば
れている技術の一つであり、さらに既
存の下水処理場への適用性を見直し改
良されたものである。最初沈殿池では
主に沈降分離された有機物だけが汚泥
として引き抜かれ除去されていたが、
本技術ではこれに加え溶解性の有機物
の一部も汚泥に吸着して除去すること
ができる。汚泥は消化槽で分解されメ
タンを高濃度に含む消化ガスを生成す
る。本技術により汚泥に吸着した有機
物は従来の最初沈殿池の引抜汚泥より
増え発生ガス量を増大化し、消化ガス
発電設備により電気に転換されること
でより多くのエネルギーとして回収さ
れる。また本技術ではさらに空気の力
だけで水と汚泥の流れを制御する仕組
みを採用しており、使用する機械設備
数を低減するように工夫されている。
　実証研究では、運用中の下水処理場
において最初沈殿池の１池に本技術を
導入することで、実規模における基本
的な下水処理特性の実証試験と、試験
で得られた汚泥による消化ガス発生に
関する評価、最初沈殿池より後段の水
処理に与える影響の評価をそれぞれ行
う。従って、実証フィールドとしては
既存の最初沈殿池施設に本技術を適用
し、実証するための実験系と比較する

ための対照系が揃い、かつ同処理場内
で汚泥を濃縮処理し、続けて汚泥消化
処理を行っている処理場であることが
望ましい。実証研究では、これらの全
てを備え、最適な実証研究ができるフ
ィールドを選定し、技術導入を行う。
高効率最初沈殿池の実証施設は、既設
最初沈殿池にレトロフィットすること
により築造し、実証に用いる１池の汚
水量は数千㎥／日規模となる予定であ
る。
本実証研究により、有機物の回収性

や消化ガス発生量の増大による創エネ
ついて実証し、機械設備が減ることで
省エネ・省スペース・省メンテナンス
が図られることについても評価する。
本技術は柔軟に既設躯体構造に合わせ
て築造することができ、本実証におい
ても既存の最初沈殿池の構造に合わせ
た設計を行うことで、目標とする処理
性能を実証し、既存下水処理場を新規
建設しなくとも既設躯体を活用して導
入できることを示し、普及展開性を実
証する。

　本実証事業では、埼玉県新河
岸川水循環センター（和光市）
５系の深槽反応タンク（水深
ｍ）に省エネ型深槽曝気技術の
実規模実証施設を設置し、消費
電力量および温室効果ガス排出
量の削減および建設費や維持管
理費の縮減等を目的とした実証

研究を行います。

■技術の特徴
　従来の深槽反応タ
ンク（水深６ｍ以上）
では槽の中間部（水
面から５ｍ程度）に
散気装置を設置し
て、導流板を設けて
旋回流方式で曝気を
行っていました。
　今回実証予定の省
エネ型深槽曝気技術
は、深槽反応タンクにおいて散気水深
を槽底部へと深くする深槽全面エアレ
ーションを可能とし、気液接触時間の
増加により酸素移動効率を向上させ消
費電力を削減する技術です。一方で、
反応タンクで消費されず過飽和状態と
なり気泡化した窒素ガスが最終沈殿池
の汚泥沈降性に影響を与えることを防
ぐため、反応タンク末端部で脱気操作
を行います。

■研究概要と見込まれる効果
　実証研究では、従来方式で曝気を行
う既設を対照系列とした比較実験によ
り、省エネ効果等を検証します。また、
処理水質や最終沈殿池における汚泥沈
降性について、対照系列と同等である
ことを確認します。導入効果として、
消費電力量および温室効果ガス排出量
の％以上削減、建設費や維持管理費
を含めた総費用（年価換算値）の％
以上縮減が見込まれます。加えて散気
装置が底部に設置されるため、高所で

の点検作業が不要となり、維持管理性の向上も見
込まれます。

■技術の普及展開等
　深槽反応タンクは施設平面積を縮小可能なた
め、都市部の人口密集地などで多く見られ、全国
カ所の比較的大規模な下水処理場で採用され
ています。
　埼玉県の流域下水道は８流域、９処理場を有し、
処理人口は万人、１日に万㎥の汚水を処理
しています。特に県南部の３処理場は全国流域下
水道の処理規模で１～３位を占める大
規模下水処理場であり、その多くが深
槽反応タンクを有しています。
　今回実証フィールドに選定した新河
岸川水循環センターは、埼玉県の流域
下水道で３番目の大きさを持つ下水処
理場です。
　本技術は、水処理方式の変更を伴わ
ないため普遍性を有し、さまざまな水
処理方式や制御技術と組み合わせて広
く国内外に普及展開が期待されます。
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